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ビッグデータ

プライバシー保護にも配慮したパーソナルデータ利活用の
ためのデータ利用環境整備が喫緊の課題

行政

医療

エネルギー
交通

防災・減災

流通・小売

パーソナルデータ（※）

※「ビッグデータ」のうち、特に利用価値が高いと期待されている、個人の行動・状態等に関するデータ

● 制度改正の背景と課題

出典：個人情報保護委員会資料より

１．我が国におけるIT戦略の取組
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2003年「個人情報の保護に関する法律」成立（2005年全面施行）

情報通信技術の発展により、制定当時には想定されなかったパーソナルデータの利活用が可能に

１．グレーゾーンの拡大

２．ビッグデータへの対応

３．グローバル化

個人情報に該当するかどうかの判断が困難ないわゆる「グレーゾーン」が拡大

パーソナルデータを含むビッグデータの適正な利活用ができる環境の整備が必要

事業活動がグローバル化し、国境を越えて多くのデータが流通

環境の変化

● 個人情報保護法の改正：背景と課題

出典：個人情報保護委員会資料より

１．我が国におけるIT戦略の取組
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● 個人情報保護法の改正の概要

１．個人情報保護委員会の新設
個人情報取扱事業者に対する監督権限を各分野の主務大臣から委員会に一元化。

２．個人情報の定義の明確化
①利活用に資するグレーゾーン解消のため、個人情報の定義に身体的特徴等が対象となることを明確化。
②要配慮個人情報（本人の人種、信条、病歴など本人に対する不当な差別又は偏見が生じる可能性のある個人情報）の取得について
は、原則として本人同意を得ることを義務化。

３．個人情報の有用性を確保（利活用）するための整備
匿名加工情報（特定の個人を識別することができないように個人情報を加工した情報）の利活用の規定を新設。

４．いわゆる名簿屋対策
①個人データの第三者提供に係る確認記録作成等を義務化。（第三者から個人データの提供を受ける際、提供者の氏名、個人データの
取得経緯を確認した上、その内容の記録を作成し、一定期間保存することを義務付け、第三者に個人データを提供した際も、提供年月
日や提供先の氏名等の記録を作成・保存することを義務付ける。）

②個人情報データベース等を不正な利益を図る目的で第三者に提供し、又は盗用する行為を「個人情報データベース提供罪」として処罰
の対象とする。

５．その他
①取り扱う個人情報の数が5000以下である事業者を規制の対象外とする制度を廃止。
②オプトアウト（※）規定を利用する個人情報取扱事業者は所要事項を委員会に届け出ることを義務化し、委員会はその内容を公表。
（※本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する場合、本人の同意を得ることなく第三者に個人データを提供することができる。）

③外国にある第三者への個人データの提供の制限、個人情報保護法の国外適用、個人情報保護委員会による外国執行当局への情報
提供に係る規定を新設。

●改正のポイント●

出典：個人情報保護委員会資料より

１．我が国におけるIT戦略の取組
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● 個人情報保護委員会の所掌事務

【マイナンバー法(*1)関係】 【個人情報保護法(*2)関係】
個人情報保護委員会

行
政
機
関
・

地
方
公
共
団
体

等

事
業
者

個
人

個人情報保護法は、
個人情報保護委員会が
所管

事
業者

個
人

個人情報保護の基本方針の策定・推進
広報啓発
国際協力

その他（国会報告・調査等）

特定個人情報
保護評価

（*1）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（*2）個人情報の保護に関する法律
（*3）これらの事務は改正個人情報保護法の全面施行の日（公布から2年以内）から開始
（*4）「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」及び「独立行政法人等の保有
          する個人情報の保護に関する法律」
（*5）この事務は改正行政機関個人情報保護法、改正独立行政法人個人情報保護法の

 全面施行日（公布から1年6月以内）から開始

認
定
個
人
情

報
保
護
団
体

認定・監督等(*3)

※マイナンバー法は、
内閣府が所管

行
政
機

関
独
立
行
政

法
人
等

監視・監督(*5)

【行政機関個人情報保護法等(*４)関係】
※非識別加工情報（個人情報保護法における
匿名加工情報に相当するもの）関連のみ

監視・監督等

苦情等(*3)
あっせん等(*3)

指針

評価書

苦情

監視・監督

あっせん等

監督(*3)

苦情あっせん

１．我が国におけるIT戦略の取組
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官民データ活用推進基本法

平成26年11月6日 成立

１．我が国におけるIT戦略の取組
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 eIDAS規則

 2012年6月草案公開 → 2014年9月発効
Regulation (EU) No910/2014 of the European Parliament and of the
Council of 23July 2014 on 
electronic identification and trust services for electronic transactions in 
the internal market and repealing Directive 1999/93/EC

electronic Identification, Authentication and Signature Regulation
<電子署名指令：欧州議会及び理事会指令1999/93/EC>を上書き

 目的
①EUにおけるデジタル単一市場の形成
②電子取引における信頼性確保と電子化の促進

Building trust in the online environment is key to economic and social 
development. Lack of trust, in particular because of a perceived lack of legal 
certainty, makes consumers, businesses and public authorities hesitate to carry 
out transactions electronically and to adopt new services.

２．EUのトラストサービスの状況
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eIDAS
Regulation

EU
No910/2014

 電子署名法指令からeIDAS規則へ

SectionChapter

1.一般規定

2.電子本人確認

3.トラストサービス

4.電子文書

4.権限移譲および
実施規則

6.末則

1.一般規定

2.監督

3.適格トラストサービス

5.電子シール

6.電子タイムスタンプ

4.電子署名

8.ウェブサイト認証

7.電子書留送付サービス

eSignature
Directive

1999/93/EC

2016.7.1
適用開始

Directive（指令）
各国内法への置き換え
（期日までに国内法を
制定・改正）を指示。

Regulation（規則）…
加盟国で同一の規制
内容を示す。

2018年10月現在 215 Q-TSP

Digital-Agenda for 
Europe 2010

Digital Single Market 構想

２．EUのトラストサービスの状況
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 eIDAS規則とトラストサービス

トラスト
アプリケーション

サービス

トラスト
サービス

https://ec.europa.eu/cefdigital/wiki/download/attachments/55887082/Validation%20of%20QES%20v2.00.pdf

‘trust service’ means an electronic service
normally provided for remuneration which
consists of:
(a)the creation, verification, and validation of
electronic signatures, electronic seals or
electronic time stamps, electronic registered
delivery services and certificates related to
those services, or
(b)the creation, verification and validation of
certificates for website authentication; or
(c）the preservation of electronic signatures,
seals or certificates related to those
services;

‘トラストサービス’とは通常、有料で提供される
電子サービスであり以下から構成される
(a)電子署名、e-シール、タイムスタンプ、電子

登録配布サービス、そしてそれらのサービスに
関連した電子証明書の生成、検証、妥当性確認

(b)Webサイト認証のための電子証明書の生成、
検証、妥当性確認

(c)電子署名、e-シール、タイムスタンプ、あるいは
それらのサービスに関連する電子証明書の保存

Cross recognition of national 
eID schemes in the EU: one-
step forward

2018年9月29日以降、eIDASに
基づいて各国にて発行されるeIDを
相互認証して利用することを義務
付け

２．EUのトラストサービスの状況
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 EUにおけるeIDカード

２．EUのトラストサービスの状況


